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応用力学研究所が1997年に全国共同利用研究所となって26年が経過しました。この間、毎年100～130

件の共同研究が行われ、多くの成果が得られました。2020年度からのコロナ禍で研究環境が激変しま

したが、この間にいくつかの新しい試みも開始しています。公募申請時からの研究計画を定期的に見

直し可能な体制にしました。また共同研究の実験を共同研究者である応用力学研究所の教員の助けを

借りて遠隔で実施するシステムの構築を推進するため、例えば高温プラズマ理工学研究センターでは

技術補佐員（後に九州大学職域限定職員）を1名採用し、その結果多くの共同研究の実験が遠隔で可能

となりました。共同研究を加速するという目的で、データ共有サーバーの構築も進んでいます。共同

研究に必要な所内の観測・実験・シミュレーション等によって得られたデータや、共同研究の成果を

共有し、公開もできるようにするものです。分野融合室を2023年12月に立ち上げ、分野融合研究をよ

りいっそう推進する体制になりました。 

共同研究として、2023年度に受け入れた共同研究者の人数は総計800名を超え、外国人研究者の数も

88名でした。この報告書に示しますように、2023年度は、特定研究23件を含む総計で103件の共同研究

を実施するなど、貴重な研究が数多く行われました。2011年度から実施されている国外在住の外国人

研究者が代表者となる国際化推進共同研究は、27件（この27件に国際特定研究と分野融合研究のうち

海外の機関に所属する研究者との4件を足した国際共同研究の実施総数としては31件）が実施され、研

究所の国際化に大いに貢献しています。この中で国際ワークショップが2件開催され、国内外の研究者

による活発な議論が行われました。この他にも同じ研究分野の研究者が応用力学研究所に集まり、掘

り下げた討論を行う研究集会は9件行われ、それぞれについてまとめられています。若手キャリアアッ

プ支援研究の代表者として、5名の採用（2名新規）を実施し、また博士課程学生SRAを1名、博士課程

学生と博士課程に進学予定の修士課程学生RAを16名それぞれ採用する等、若手育成にも努力していま

す。 

これらの成果の一部は、2024年 7月 4日に開催される「RIAMフォーラム 2024」でも報告されます。

またこの報告書は、応用力学研究所のホームページ（https://www.riam.kyushu-u.ac.jp）にも掲載さ

れます。 

 九州大学は 2004年に国立大学法人として文部科学省から独立しました。応用力学研究所は、法人化

後も引き続き、「力学に関する学理及びその応用の研究」を目的とする研究所として位置づけられ、重

要な役割を与えられています。また応用力学研究所は、2010年 4月、 文部科学省により応用力学共同

利用・共同研究拠点の認定を受けました。2021年 10月 29日には、応用力学共同研究拠点の期末評価

の通知があり、無事 2022 年 4 月１日から 2028 年 3 月 31 日までの継続が認められることとなりまし

た。応用力学研究所は、これからも地球環境力学分野、核融合力学分野、新エネルギー力学分野とこ

れらの複数の分野にまたがる分野融合の研究領域において、国際的に高い水準の研究成果を挙げると

ともに、21世紀の人類にとって極めて重要な課題となっている地球環境問題とエネルギー問題の解決

に向けた研究に、理学と工学の両面から取り組んでいきます。同時に、全国共同利用研究を基にして、

全国および世界の研究者と連携し、力学とその応用の分野における世界的研究拠点となることを目指

します。これからも応用力学研究所が一層発展し、日本のみならず世界の学術研究の重要な拠点であ

り続けることができますように、全国の研究者の方々からのより一層のご支援・ご指導・ご鞭撻のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

2024年 3月 

九州大学応用力学研究所 

所長 岡本 創 
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Small-scale instabilities in rotating and stratified fluids

Professor Manikandan Mathur
Department of Aerospace Engineering

Indian Institute of Technology Madras, Chennai, India.

Internal waves play a significant role in promoting vertical mixing in the ocean,
and hence contributing to the global circulation and energy budget. In this
joint research, we study the evolution of small-amplitude and short-wavelength
instabilities in internal waves using a local stability method and Direct Numerical
Simulations. The investigation is motivated by the dynamics of inertial-gravity
waves in the ocean, which are well-described within a Cartesian geometry for
processes that do not extend over vast latitudinal or longitudinal ranges. The
plots of growth rates were made in the perturbation space for the base flow
inertia-gravity wave parameters (ω/N, ω/f and A), where ω is the frequency of the
base wave, N is the buoyancy frequency, f is the Coriolis parameter and A is the
non-dimensional amplitude. Figure 1 shows the growth rates for ω/N = 0.25, A = 1
and ω/f = 1.5, 2.1, 5. Clear instability bands are observed on the perturbation
parameter space. For a given base inertial-gravity wave, the dominant instability
has also been identified for the perturbations for which the growth rate is max-
imum. These results are being prepared for a research article in the Journal of
Fluid Mechanics. Direct numerical Simulations of turbulence and mixing induced
by short-wavelength instabilities in inertia-gravity waves have been discussed and
planned to be performed in 2024.

FIG. 1: Growth rate (σ) non dimensionalized by ω, as a function of perturbation wave vector
orientations φ0 (deg.) and θ0 (deg.) for ω/f = 1.5, 2.1, 5 (column-wise) and A = 1, with

ω/N = 0.025.

Local stability analysis was also conducted in the limit of internal waves with
rotation and no stratification, namely inertial waves. At sufficiently small am-
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plitude, three-dimensional parametric subharmonic instability (PSI) is the only
instability mechanism. As the amplitude is increased, theoretical PSI estimates
become less relevant in describing the instability characteristics, and the dominant
instability transitions to two-dimensional shear-aligned instability, which is shown
to be driven by third-order resonance. The dominant instability characteristics are
shown in figure 2. The results of this work have been accepted for publication in
the Journal of Fluid Mechanics. The discussions with Dr. Yohei Onuki through
the RIAM joint research program have been acknowledged in the paper.

FIG. 2: Dominant instability diagram for an inertial wave. (a) Maximum growth rate σ∗ as a
function of Φ and A, and the corresponding (b) θ∗0 and (c) φ∗

0 at which the maximum growth rate
occurs. (d) Angle between the inertial wave vector and the most unstable perturbation wave

vector, |Φ− φ∗
0|, as a function of Φ and A.
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Professor Manikandan Mathur had a successful visit to RIAM, Kyushu University
from 23rd September to 5th October, 2023, and held several collaborative research
discussions with Dr. Yohei Onuki and colleagues. The visit started with participa-
tion in The Oceanographic Society of Japan, Fall Meeting (9/24-28, 2023) 2023 Fall
Meeting of the Oceanographic Society of Japan was held at Kyoto University. Re-
search discussions were focused on short-wavelength instabilities in inertia-gravity
waves, and a clear roadmap for theoretical calculations has been developed. Pro-
fessor Manikandan Mathur gave a talk on “Instabilities in internal gravity waves”
and also held discussions with several researchers at RIAM. Dr. Shinichiro Kida,
RIAM, Kyushu University was hosted for an online seminar on “River-Ocean Inter-
action of the Ganges-Brahmaputra-Meghna Delta” at the Geophysical Flows Lab,
IIT Madras. Some photos from Manikandan Mathur’s visit to RIAM are included
below.

FIG. 3: (a) Professor Manikandan Mathuir with Prof Yohei Onuki at an experimental waves facility
in RIAM, Kyushu University. (b) Brainstorming sessions on the interaction between internal waves

and Kuroshio current.

FIG. 4: (a) Discussions at RIAM, Kyushu University (b) Professor Manikandan Mathur presenting
a seminar at RIAM, Kyushu University.
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[C. Angioni et al., Nucl. 
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Fusion 554, 083028 (2014)]

N 2Nx2N

Matrix Inversion
CHARROT

CHARROT
CHARROT TASK/TX

2019 [H. Sugama et al., Phys. Plasmas 26, 102108 (2019)]
Matrix Inversion

M. Honda, “Algebraic and numerical studies on the roles of momentum conservation and self-adjointness in

moment-based neoclassical particle fluxes”, Phys. Plasmas 6, 092305 (2023). 
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トロイダルプラズマにおけるMHD不安定性の非線形構造のシミュレーションデータ解析 

核融合科学研究所 研究部 佐藤雅彦 

高ベータトカマクプラズマにおいては、圧力勾配に比例したブートストラップ電流が多く流れるよ
うになる。ブートストラップ電流は、磁気軸から離れた位置において、その大きさが最大となるため、
コア領域での磁気シアーが弱くなる。このような磁気シアーの弱いコア領域において、大きな圧力勾
配が存在すると、低次のインファーナルモードが不安定となりうることが指摘されている[1]。インフ
ァーナルモードはトカマクプラズマのポロイダルベータ値を制限するため、その抑制は重要な課題の
一つである。本研究においては、トカマクプラズマにおけるインファーナルモードの安定性解析を、
MHDシミュレーション、および、運動論的MHDシミュレーションを用いて実施した。 
本解析では、簡単のために円形断面トカマクプラズマに
対して行った。図1に平衡での圧力分布と安全係数分布を
示す。中心ベータ値（β0）がβ0=5.7%のときは n=3 の理
想インファーナルモードが不安定であり、β0=4.1%の平衡
ではn=3の理想インファーナルモードは安定だが、n=3の
抵抗性インファーナルモードは不安定な平衡となってい
る。ここで、n はトロイダルモード数である。これらの平
衡に対して、MHD モデルに基づく MIPS コードと、熱イ
オンの運動論的効果を考慮した運動論的MHD モデルに基
づくMEGAコードを用いて解析を行った。運動論的MHD
モデルにおいては、イオンに対してはドリフト運動論モデ
ルにより取り扱い、電子圧力は断熱則の流体モデルにより
取り扱う。密度、磁力線方向の流体速度、磁力線に平行方
向の圧力、磁力線に垂直方向の圧力は、イオンの分布関数
の速度モーメントから評価される。また、初期平衡におい
ては、電子圧力とイオン圧力は等しいと仮定した。 
図 2 に、n=3 モードの線形成長率の磁気レイノルズ数（S）依存性を示す。磁気レイノルズ数が低
い領域においては、MHD モデルと運動論的MHD モデルの線形成長率はほぼ同じであり、熱イオン
の運動論的効果の影響は小さい。一方、磁気レイノルズ数が大きくなり、線形成長率が低下してくる
と、運動論的MHD モデルより得られた線形成長率は、MHD モデルより得られた線形成長率よりも
小さく、熱イオンの運動論的効果による安定化効果が見られることがわかった。図3は、(β0, S)=(4.1%, 
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図1. 解析に用いたMHD平衡の圧
力分布（実線）と安全係数分布（点
線）。横軸は規格化された小半径。 

(a) (b) (a) 図 2. (a)β0=5.7%、および、
(b)β0=4.1%の平衡に対す
るn=3モードの線形成長率
の磁気レイノルズ数依存
性。緑色のデータはMHDモ
デル、赤色のデータは運動
論的 MHD モデルより得ら
れた結果を示している。
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105)の場合に対する n=3 モードの揺動圧力のモード構造を示
している。この図では、圧力揺動の(m,n)=(5,3)の sin成分に対
するcos成分の比が最も大きくなるように、位相をシフトさせ
て表示している。ここで、mはポロイダルモード数である。運
動論的 MHD モデルから得られた電子圧力揺動とイオン圧力
揺動の固有関数に大きな差は見られない。また、両固有関数は、
MHDモデルから得られた圧力揺動とほぼ一致しており、熱イ
オンの運動論的効果による影響が小さいことを示している。図
4 では、熱イオンの運動論的効果が見られる(β0, S)=(4.1%,
107)の場合の運動論的MHDモデルから得られた電子圧力揺動
とイオン圧力揺動の固有関数を示している。ここでは、最も振
幅の大きいm=5と、そのサイドバンドであるm=4、および、
m=6 の３つのモードのみを示した。電子圧力揺動とイオン圧
力揺動の振幅はほぼ等しい。このことは、熱イオンの運動論的
効果によりイオン圧力揺動が著しく低下するLHDプラズマの
圧力モードに対する結果[2]と大きく異なる点である。図 4(b)
が示すように、圧力揺動にはsin成分が存在するが、電子の圧
力揺動とイオンの圧力揺動では、その符号が異なる。これは、
図4(c)が示すように、電子圧力揺動と、イオン圧力揺動の位相
がずれていることを示している。この位相のずれは、不安定性の
駆動源としての寄与が異なることを意味する。ここで、圧力によ
る仕事を評価すると、イオン圧力は運動エネルギーを増加させる働きを持つが、電子圧力は運動エネ
ルギーを減少させる働きを持つことが分かった。この解析から、トカマクプラズマにおけるインファ
ーナルモードでは、電子圧力が不安定性の駆動源への寄与が低下することにより線形成長率が低下す
ることが分かった。 

[1] J. Manickam, et al, Nucl. Fusion 27 1461 (1987).
[2] M. Sato and Y. Todo, Nucl. Fusion 61 116012 (2021).

図 3. (β0, S)=(4.1%, 105)に対する
n=3モード圧力揺動のモード構造。
緑線は MHD モデルから得られた
圧力揺動、青線、赤線は運動論的
MHD モデルから得られた電子圧
力揺動、磁場に垂直方向のイオン圧
力揺動を示している。また、実線は
cos成分、破線はsin成分を示して
いる。(MHDモデルに対しては、sin
成分は省略している。) 

図 4. 運動論的MHDモデルから得られた(β0, S)=(4.1%, 107)に対するn=3モード圧力揺動のモー
ド構造。(a)は電子圧力揺動と磁場に垂直方向のイオン圧力のcos成分、(b)は sin成分を示している。
(c)はトーラス外側の領域におけるポロイダル断面(θは磁気座標系におけるポロイダル角)での電子
圧力揺動（点線）および磁場に垂直方向のイオン圧力揺動（実線）示しており、赤線は正、青線は負
の領域に対応する。
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18aB1-3,  (Mar 18-21, 2024).

5.

1. 64 32 10

m = 1 1.2 kHz m = 2 2.5 kHz m = 8  

32



第一原理シミュレーションとデータ科学、数値計測による
プラズマ分布形成の定量的理解に向けた基盤開発

核融合科学研究所 研究部 
沼波 政倫 

研究目的 
磁場閉じ込め核融合プラズマ研究において、プラズマの熱・粒子の輸送現象の理解と予測は、現在に至る重要
課題の一つである。計算機シミュレーションが位相空間分布関数を第一原理的に取り扱えるようになり、輸送
評価に対する強力な解析手法として確立してきた一方で、現実的な輸送予測に対する要求レベルは依然として
高い。こうした中、例えば、応用力学研究所共同研究における数値計測手法の開発は、その要求への一つの回
答であった。本研究課題では、多くの分野で応用が進むデータ科学や第一原理シミュレーション、数値計測手
法を用いて、プラズマ輸送現象から結論づけられる密度・温度分布の形成に対して、その評価基盤手法の開発
を行い、プラズマ分布形成と輸送現象の更なる理解を進める。  

研究方法 
プラズマ輸送の評価は、運動論に基づく第一原理シミュレーションが有用であるが、計算コストの増大が課題
であり、精度の高い輸送予測を如何に実効的に実現するモデルを構築するかが重要になる。そこでここでは、
シミュレーション結果から普遍的なパラメータ空間構造を探索し、その構造の数理モデル化を行う。並行して、
シミュレーションから得られた静電ポテンシャル分布をHIBP計測ツールで数値計測し、定量的な解析を行う。
輸送モデル構築と数値計測手法の開発を進め、上記の目的の達成を目指す。 

研究成果 
乱流の解空間構造による輸送モデリング 運動論に基づく第一原理計算から得られる乱流輸送レベルを簡約し
て表現した従来の輸送モデルは外挿性に課題が残っている。ここでは、シミュレーションで得られる乱流輸送
現象の解軌道が束縛される解空間に注目し、解空間の構造の数理的な表現を試みた。従来の簡約モデルで用い
ていた数理モデルを基に解空間をモデリングし、その実効性も評価した。最も実効性が高い数理式を用いると、
輸送レベルに対する帯状流の効果を表す指数の値域を大きく制限することができた[1]。 

計測模擬と数値診断 プラズマ乱流の3次元的な様相を示す大域的シミュレーションデータを用いた計測模擬
において、モジュール構成の統合乱流計測シミュレータ(iTDS)による複数シミュレーションデータの統合解析
の環境を構築した。重イオンビームプローブ計測模擬(sHIBP)を、最外殻磁気面内外の磁場情報を加味してLHD
磁場配位に適用し、新古典3次元電位分布を揺らぎの経路積分効果の評価入射条件を変えることで計測した[2]。 

まとめ 
本課題では、巨大な計算資源を要求する第一原理計算の実効的な予測手法と実験計測を模擬する手法の開発を
通じて、数値シミュレーションや数値診断による新たな展開を図っている。今後は、開発した基盤手法を用い
て、より現実的な条件におけるプラズマ分布形成に対する解析を進める。 

[1] 沼波政倫, “プラズマ乱流の部分空間表現と輸送モデリングへの応用”, プラズマ・核融合学会第40回年会、盛岡市 
(2023).

[2] 糟谷直宏, “トーラス3次元計測とシミュレーションデータを用いた数値診断”, 日本物理学会第78回年次大会、東
北大学 (2023).
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reparation of low-cost hydrogen embrittlement resistance thin films by plasma process

National Institute of Technology, Sasebo College 
H. Kawasaki, S. Takeichi, K. Kojima
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Absorption and desorption processes of hydrogen and carbon dioxide for radical-induced lithium oxide films 

   
Bun Tsuchiya 

Faculty of Science and Technology, Meijo Univ. 
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Takagaki et al.,

2012

1. Naohisa Takagaki, Naoya Suzuki, Koji Iwano, Kazuki Nishiumi, Ryota Hayashi, Naoki Kurihara, Kosuke

Nishitani, Takumi Hamaguchi, Fetch effects on air-sea momentum transport at very high wind speeds, Coastal

Engineering Journal, pp. 1-14, (2023).

2. Ryota Hayashi, Naohisa Takagaki, Naoya Suzuki, Kazuki Nishiumi, Naoki Kurihara, Kosuke Nishitani, Takumi

Hamaguchi, Laboratory measurements of the wind stress at high wind speed and long fetch condition, Japan

Geoscience Union Meeting 2023, Makuhari, Japan, May 21-26, 2023.
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3. Kazuki Nishiumi, Naohisa Takagaki, Naoya Suzuki, Ryota Hayashi, Naoki Kurihara, Kosuke Nishitani, Takumi

Hamaguchi, Development of mesurement method for momentum transport through air-water surface, The 3rd

Joint Symposium on Advanced Mechanical Science and Technology, National Taiwan Ocean University,

Keelung, TAIWAN, Nov. 26-29, 2023.

4. , , , , , ,

, 2023

, , 2024 3 14 .

Table 1: Maximum wind velocity in RIAM wind-wave tank. Values of U in 2020 and 2021 were extrapolated 

values. Values of U10 in 2017 and 2019 were estimated from U using model (Takagaki et al., 2012). Values of U10

in 2020 and 2021 were estimated from u* using model (Takagaki et al., 2012). Tap water were used in 2017- 2022, 

and SDS solution was used in 2023.

solution
N

[rpm]

F

[m]

U

[m/s]

U10

[m/s]

u*

[m/s]

Takagaki et al. (2017) TW 1300 6.5 14.0 22.8 -

RIAM Report (2019) TW 1700 6.5 22.2 36.8 -

RIAM Report (2020) TW 1600 33 24 37.6 1.9

RIAM Report (2021) TW 1700 33 25 43.5 2.2

RIAM Report (2022) and 

Takagaki et al. (2023)
TW 1700 20 24.0 40.3 2.0

Ikeda et al. (2024) TW 1700 20 22.9 - -

Ikeda et al. (2024) SDS 1700 20 24.0 - -

Fig. 1: Relationship between 10-m height wind speed U10 and drag coefficient CD. This figure is reproduced 

based on Fig. 12 of Takagaki et al. (2023).

6066



O/PX XX( ) 

O/PX XX( ) 

67



 

, . ,  0.05  
m-1 , .

.

2023 5 9–11 16–18 , 
. , 

TurboMAP-5  Deep SUNA-V2
. , 
. TurboMAP Kz Osborn (1980) 

SUNA CNO3 FNO3 = - Kz CNO3/ z . 

5 16 1 . 13 2
, . 20 m

, , 
1 c-f . , 

, 12 10-3-10-2 m2 s-1, 
1 g . 11 O(0.01 mg 

m-2 day-1) . , 2 , 
0.4 m s-1 , 3 km . , 

, 

1  2024 5
16
A10

. 
(a) , (b)

, (c) ,
(d) , (e) 

, (f) 

( ), (g) 
, (h) 

. 
 ( ), 

68



11  
Chionoecetes opilio

1980

2  
2000 2018

1
1

1 kg 1 kg

5 8 10
12 4

3  
(

2021) 1
8 5 1 3

69



44  

, 
2020 1

1

5
 

2023 pp58, 2023.11  

6  

 
 

70



 

(  2017)

Tsutsumi et al. 2017, Hasegawa et al. 2021, Nagai et al. 2017; 2021, Takahashi et al. 2024
/ Nakamura et al. 

2021 Inoue et al. 2024

2020 6
4 ADCP RDI /WH-LR 75KHz 1

2022 6 2023 6 Thermistor String RBR : Centro TX deep FSI
3D-ACM KCM5 500 600 m 2 Thermistor String

1 3m 24
10 1 ADCP

Thermistor String
 3

MITgcm Marshall et al. 1997  

2022 6 2023 6

KCM5 3D-ACM
Thermistor String

Thorpe

10 30 Nakamura et al., 2012 KCM5
ADCP  

KCM5 Thorpe
KCM3 KCM3a ADCP 1 3

Thorpe
12 3  

2021 12 2 2022 1 2 1 3D-ACM
Thorpe 4 20~30

Thorpe 3 12 21 23
5

  ( , ),   ( , ),   (
/ , ),   ( , ),   (  ), 

  ( , ),   ( , ) 

71



72



33. KCM5 a Thermistor String Thorpes 10
b 3D-ACM 22 30

2 c KCM3 ADCP d KCM3a
ADCP a

Thorpe
4  

73



44 2021 12 2 2022 1 2 1 KCM5 a 520 m
b 597m 3D-ACM c

d Thorpe 10 1
Thorpes 5  

5 2021 12 21 23 3 Thermistor String a 565 m 595m
30m 1 C.I. = 0.05 b Thorpe 1
Thorpe  

74



GNSS

10m

10m

ABL

(13m, 11m, 6m, 4m)
23m 3 3

12.5m

2022 2023
3 2023

2023

ABL
1

2022 7 3 23 1 2

3ms-1

1 2022 7 3 23 4 1
:23m, :13m

:11m :6m :4m

75



1

135  

(L)
2

= += +  
(u*)

= ( )+ ( )
2 2021 11 8 18:30 2022 7 3 23:30

2

6m 4m
6m

4m
(135 ) (tangential stress)

10m
3 4m

6m
6m 4m

4

2023 3

2023 11

2 2021 11 8
18:30

2022 7 3 23:30
:(13m-11m)

(11m-6m) (6m-4m) 2

3 1 4m
6m

6m

4m

4  
 

76



77



(m
) 

78



79



 

  

, , , 

. , 

, . 

, , . , 

, .  

 2022 5 , 2022 7 , 2023 5 , 2023 7

, TurboMAP-5 (JFE , 512 Hz)

 (Teledyne RDI 600-kHz WH ADCP) . 5

, 7 , 86 198

  . 

,  4 m 40 m 0.5 m .  

. 

. 

2  2  , 2

,  ( = / )   MacKinnon-Gregg 

(2003) , Gregg 1989 Mellor-

Yamada  (Galperin et al. 1988)  ( 1). 

   ( ) , . 

   , 2 2

. (a) , (b) 

. 1 1/4 . 

80



81



82



83



84



 

85



86



 

 

Impact of Climate Changes on Water and Nutrient Transport: from Land to 
Open Ocean 

Throughout 2023, two joint cruises (Nagasaki Maru and Kagoshima Maru) have 

been successfully conducted to study water movement in the East China Sea (ECS) by 

the University of Toyama, Kyushu University, Ehime University, and Kagoshima 

University. Both qualitative observation and quantitative calculation have been 

partially carried out to understand the dynamics of low-oxygen bottom and subsurface 

water layers. Additionally, a time series station, coupled with physical observation, 

was observed to conceive water dynamics temporally. Furthermore, in response to 

global climate change in the marine environment, a meeting (in the JpGU 2023 

session) in collaboration with the IOC-WESTPAC program concerning healthy, 

productive, and sustainable Asian Marginal Seas (AMS) was conducted in May 2023. 

1. Dynamics of bottom waters in the time series station and low-oxygen water in
the subsurface layer observed during the 2023 NS23-117 cruise

The East China Sea is one of the largest marginal seas, lying over a broad 

continental shelf (~500km) from the Chinese coast to Okinawa through. The ECS 

plays a vital role in supplying biological resources to the sea around Japan via the 

Kuroshio. Considering the deterioration of the marine environment and accompanying 

changes in ecosystems, it is thus urgent to clarify the dynamics of low-oxygen water. 

Low-oxygen bottom water during summer months has been widely identified in the 

outer shelf of the ECS from 2018-2020 and currently in 2023. In the 2023 cruise, the 

positive correlation between low oxygen bottom (and subsurface) waters and turbidity 

is much more prominent than in 2018, 2019, and 2020 (Figure 1). Many seawater, 

sediment, and porewater samples were collected to be analyzed chemically and 

biologically. Seawater samples were collected by Niskin bottles attached with CTD 

sensors for REEs, Nd-isotopes, radon, radium, nutrients, dissolved oxygen, and water 

isotope analysis. Sediment samples were collected by multiple corers and then sliced 

in 1 cm and 3 cm onboard. Pore water was squeezed in a syringe under low-

temperature conditions. 

Some preliminary results obtained are as follows: (1) based on the simple 

mixing model by using temperature and salinity combined with Heavy Rare Earth 

Elements (HREEs), it is found that temporal factors and physical forces might 
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significantly influence the variability of the KIW and KSSW intrusion into the shelf 

area, thus influencing biological activity in the area, (2) Part of the low-oxygen water 

on the outer shelf is originated from KSSW and MSW. Nutrient (DIN, DIP) 

contribution in low-salinity, low-oxygen waters in the subsurface layer of the ECS is 

further required to quantify the material budget in the area. 

Figure 1. Sectional view of fluorescence contoured with DO<3.75 and 
transmission<88% (left); Sectional-contour view of %transmission, contoured 
with DO<3.75 (right). 

2. JpGU meeting: healthy, productive, and sustainable Asian marginal seas in
response to global climate change

As the AMS is a very important region for human society due to its high 

productivity, the changing climate and human economic activities have significantly 

changed the hydrological and biogeochemical cycles, affecting the marine ecosystem. 

Understanding the nutrient and material cycle is urgent to evaluate the biological 

productivity changes due to global warming. This meeting discussed various 

approaches regarding the behavior of nutrients by applying various studies, such as 

remote sensing, numerical experiments, and physical, chemical, and biological 

sensing. Oral and poster presentations were given to around 20 scientists, students, 

and practitioners from various countries (Japan, China, Bangladesh, Thailand, 

Malaysia, and Cameroon) to deliver their thoughts. We emphasized two main 

international projects, focusing on nutrient footprints of primary productivity and 

long-term variations in the water structure and circulation of the Pacific AMS. We 

hope that the continuation of this collaborative work will help us understand the 

impact of climate change on the marine environment globally.  
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2
1 Kakinuma 2023

1

2023 Nakayama and Kakinuma 2010

2023
2016 2017 7

: , , 40, 153–158, 2023. 

: , 
RIMS , 2023. 

Kakinuma, T. Numerical simulation of surface and internal wave excitation due to an air pressure wave. 
Geol. Earth. Mar. Sci. 5(3), 1–5, 2023. 

Kakinuma, T. and Hisada, M. A numerical study on the response of a very large floating airport to airplane 
movement. Eng 4(2), 1236–1264, 2023. 

Nakayama, K. and Kakinuma, T. Internal waves in a two-layer system using fully nonlinear internal-wave 
equations. Int. J. Numer. Meth. Fluids 62(5), 574–590, 2010. 
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64ch probe array
at r=40mm, Z=1875mm

radial movable probe
at Z=1375mm

B

図 1: 高波数乱流励起実験の概要[2]
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図 2: 乱流の二次元スペクトルの中性ガス圧依存性。(a)-(c)は中性粒子ガス圧0.38Pa、 (d)-(e)は中性粒子
ガス圧0.76Paの場合を示す。(b),(e)は周方向モード数・周波数空間で分解された二次元スペクトルであり、
これをモード数方向に積分したものが(a),(d)、一方で周方向に積分したものが(c),(f)である。
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トカマクプラズマにおける高衝突領域での乱流輸送の定量化研究

核融合科学研究所　登田慎一郎

1 研究目的

本研究の目的は、トロイダルプラズマにおける乱流輸送を定量的に評価することである。電磁
ジャイロ運動論シミュレーションを用いて、微視的なプラズマの不安定性を研究している。線
形計算により、不安定性の種類を調べ、不安定性励起の条件を評価する。不安定性の飽和レベ
ルを非線形計算から求め、乱流輸送値を求める。PLATOの予測パラメータ領域において、衝
突周波数がイオンと電子のバウンス周波数の間にあり、密度勾配が増加するため、不安定性は
散逸性捕捉電子モード (d-TEM)とイオン温度勾配モード (ITG)によって励起されていること
を示す。本研究ではモデル衝突演算子を用いた局所ジャイロ運動論的シミュレーションを行う。
Sugama(S)衝突演算子を用いたシミュレーションの結果と Lenard-Bernstein(LB)衝突演算子
によるものを比較する。

2 パラメーター設定

TASKコードによって予測されたPLATOにおけるプラズマプロファイルを使用している。同
心円状の磁束面を持つトロイダルプラズマを研究した。簡単のため、安全係数 q(ρ) = 1 + 2ρ2

の分布を設定する。本研究では、局所フラックスチューブジャイロ運動論シミュレーションに
GKVコードを使用した。規格化衝突周波数である ν∗

e と ν∗
i は ρ = 0.65で、それぞれ 0.22と 8.8

であることが示された。

3 シミュレーション結果

トカマクプラズマにおいて線形ジャイロ運動論的シミュレーションを行った。S 衝突演算子と
LB衝突演算子を用いた線形シミュレーションの結果を比較した。S衝突演算子を用いた場合、
ρ = 0.47と ρ = 0.65における不安定性は、d-TEMと ITGモードによって駆動されるものであ
る。ρ = 0.47と ρ = 0.65でポロイダル波数が増加すると、実周波数が電子反磁性ドリフト運動
方向からイオン反磁性ドリフト運動方向へ変化することがわかった。d-TEMは規格化された電
子プラズマ周波数が 1以下となる不安定な状態である。d-TEMモードは、ρ = 0.81で不安定に
なると予測される。一方、LB衝突演算子を用いた場合、ITGモードは安定であり、d-TEMは
不安定であることが分かった。
非線形ジャイロ運動論解析の結果、帯状流の乱流に対する影響は S衝突演算子を用いた場合の
方が、LB衝突演算子を用いた場合と比べて大きい。その結果、S衝突演算子を用いた場合は、
LB衝突演算子を用いた場合と比べて、乱流輸送が小さくなることを示した。さらに乱流輸送
の定量化を行った。
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A study on dissolution, diffusion and desorption of hydrogen isotopes in metals, alloys and oxide ceramics 
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Langevin modeling of nonlinear phenomena in plasmas 
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光センシング技術を用いた圧力センサーの開発

広島大学大学院先進理工系科学研究科
教授　岩下 英嗣

1. 研究目的

近年、依然深刻化が進む地球温暖化の対策としてCO2排出量の削減が各国や企業に対して強く求めら
れている。船舶分野においてもCO2削減が喫緊の課題となっておりCO2削減を実行する上でも、波浪
中の推進性能に優れた船型開発は非常に重要となっている。こうした状況下で近年は特に CFDを用い
たシミュレーション技術が発展してきており、それらの数値計算結果を検証するためには水槽試験から
得られる船体表面圧力をはじめとした実験データが必要である。しかし、これまでは物理的にセンサー
の取り付けが不可能である場所があることなどから十分な圧力計測は不可能であった。
こうした背景を受け、本研究室では光センシング技術を用いた貼付式の圧力センサー (FBG圧力セン
サー)の開発を行ってきた 1)2)3)4)。FBG圧力センサーは、船体模型に直接貼り付けて圧力計測が可能と
なっており、船体片弦表面に 400点近い数のセンサーを添付して圧力計測することで、圧力の面分布を
取得することに成功している。また、計測された圧力分布を船体表面上の濡れ面部分で面積分すること
により船体に作用する流体力や抵抗増加が算出でき、それらを検力計から得られた結果と比較すること
で両者の良好な合致が示されている。この積分領域は船体表面の自由表面下部であることから、境界面
となる自由表面位置は船側波形の計測値を使用することになり積分精度に大きく影響する。本研究室で
は、これまで容量式波高計を用いての船側波形の計測を実施してきたが、それに代わる新たな計測手法
として昨年 6台の高速度カメラを用いた画像解析により船側波形を計測する手法を開発した。本手法は
従来の容量線を用いた手法と比較し、模型を傷つけることがないという利点を有したが、カメラのレン
ズの歪みによって船体が画像の中央にある場合と端にある場合で画像の pixel数と実際の長さの関係が
変化するため校正試験に時間がかかってしまうという問題点があった。
そこで本研究では新たにカメラ 2台ずつで解析が可能なステレオ撮影を用いて船側波形を計測する手
法を開発した。本手法ではカメラの設置が以前より簡単になることに加え、校正試験の方法が簡単にな
ることで大幅な時間の削減が可能であるという利点を有する。

2. 研究組織

氏　名 所　属 職　名 役割・担当
岩下 英嗣 広島大学先進理工系科学研究科 輸送・環境システム専攻 教授 代表者・実験解析
山崎 大樹 広島大学先進理工系科学研究科 輸送・環境システム専攻 修士 2年 実験補助　
中谷 俊介　 広島大学先進理工系科学研究科 輸送・環境システム専攻 修士 1年　 実験補助
河野 邑磨　 広島大学先進理工系科学研究科 輸送・環境システム専攻 修士 1年　 実験補助
青木 海人　 広島大学先進理工系科学研究科 輸送・環境システム専攻 修士 1年　 実験補助
土本 貴大　 広島大学工学部 第一類 輸送システムプログラム 学部 4年　 実験補助
岡崎 圭冴　 広島大学工学部 第一類 輸送システムプログラム 学部 4年　 実験補助

3. 実験の概要

2023年度の 9月に九州大学応用力学研究所の深海機器実験水槽 (L × B × d = 65 × 5 × 7 m )にて、
水槽試験を実施した。実験概要としては、ウレタン製 RIOS bulk carrier 模型を用いて正面向い波 (規
則波)中を曳航し、模型右舷側に取り付けられた容量線および模型左舷側に設置された高速度カメラに
よってその際の船側波形を同時に計測する。高速度カメラは F.P.からOrd.9.0までを映したカメラ 2台
と、Ord.8.5からOrd.7.5までを映したカメラ 2台の計 4台を使用した。また、高速度カメラで撮影され
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た画像からは水面と模型のデッキに沿って張り付けられたテープまでのピクセル数が計測され、そのピ
クセル数を実際の長さに変換するために、本研究では Fig. 1に示すようなキャリブレーターを用いてカ
メラの校正試験を行った。方法としてはまず、キャリブレーターに白色に着色した 8個のガラス玉を取
り付ける。ガラス玉の配置は 100× 100× 100 mmの立方体の頂点の位置になるようにしており、これを
水面に浮かべ 2台のカメラで同時に撮影することで画像のある点と、その実際の位置の点の関係を座標
として決定する。そして、容量線と高速度カメラによってそれぞれ計測された船側波形を比較すること
で、新たに開発した高速度カメラを用いた船側波形の計測方法の妥当性を評価する。

Fig. 1 キャリブレータ―と校正試験の様子

3.1. 供試模型

実験で使用した供試模型を Fig. 2に、その主要目を Table 1に示す。

Fig. 2 供試模型 (ウレタン製製RIOS Bulker)

Table 1 供試模型主要目

Lpp (m) 2.4000 AW (m2) 0.8354
B (m) 0.4000 xB(= xG) (m) 0.0510
d (m) 0.1280 zG (m) -0.200
Cb 0.8000 zB (m) -0.0618
� (kg) 98.30 κyy/L 0.2500

3.2. 高速度カメラによる船側波形計測

今回の実験では 4台の高速度カメラを Fig. 3に示すようなマグネット取付け式カメラマウントを用い
て曳航電車に設置した。使用した高速度カメラは Fig. 4に示す株式会社ディテクトのHAS-U2を使用し
た。また計測に用いた 4台の高速度カメラを同期し、フレームレート 200fps、解像度 1280× 1024で同
時に撮影を行った。模型左舷側のデッキに沿って黒色のテープを張り、船体のOrdinate毎に罫書かれた
線上において黒色のテープの下部から水面までの長さを撮影された画像から算出する。そして、その長
さを喫水線と黒色のテープの下部までの長さから引くことにより船側波形の振幅が算出されるというの
が本実験における船側波形計測の仕組みである。
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Fig. 3 マグネット取付け式カ
メラマウント

Fig. 4 使用した高速度カメラ
DETECT HAS-U2

Fig. 5 カメラを設置した様子

3.3. 容量線

高速度カメラによる船側波形計測の妥当性を評価するために、模型右舷側と stem部分を含む 29断面
に容量線を設置した。容量線の設置断面を Fig. 6に示す。容量線は Fig. 7に示すようにアース線とセッ
トになっており、模型船に 3Dプリンター製の針を刺しその穴に通すことで設置した。針の穴に通す容
量線およびアース線の直径はそれぞれ φ=0.5mmと非常に細いことに加え、容量線の絶縁被膜を傷つけ
ないよう取り付けを行う必要があるため、容量線の取り付けは非常に長い時間を要するものとなってい
る。また、Fig. 7の右側に示すように容量線は模型船から約 3mm離して設置した。

3.0 9.980.25

stem

1.0 2.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0

Fig. 6 容量線設置断面

Fig. 7 模型への容量線取り付け
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3.4. 水槽試験

容量線が取り付けられた模型を Fig. 8に示すようにして運動計測装置に取り付けた。運動計測装置
においては surge、heave、pitch方向の運動を計測し、前側と後ろ側のヒービングロッドに取付けた歪
み式ゲージで surge方向の力を計測する。また計測システムの概略図を Fig. 9に示す。トリガーはカメ
ラ操作用ソフトウェアがインストールされた PCおよび電気系のデータ収録器に配線されており、流体
力の計測、高速度カメラおよび容量線による船側波形計測が同時に行えるようになっている。今回は
Fn = U/

√
gL = 0.18で模型を曳航し、λ/L = 0.5、0.8、1.0、1.25、1.5、2.0の条件における運動計測試

験を行った。

Fig. 8 運動計測装置概略図 Fig. 9 計測システム図 (電気配線図)

3.5. 高速度カメラのキャリブレーション方法

高速度カメラを用いた船側波形計測を行うにはカメラで撮影された画像におけるピクセル数を実際の
長さに変換する必要があるため、本計測に先立ち高速度カメラのキャリブレーションを行った。キャリ
ブレーション方法は前述した通りであり、Fig. 1に示したガラス玉付きのキャリブレータ―を水面に浮
かべ、Fig. 10に示すように 2台のカメラでそれぞれ撮影する。撮影した画像内からこの 8個のガラス玉
をマーカーとして解析することで三次元補正が可能になる。このキャリブレーション方法により大幅な
時間の削減が可能になった。

Fig. 10 キャリブレーションに用いた画像
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4. 結果と考察

続いて、本実験で得られた解析結果を示す。また、今回実験を行うにあたって取得した波条件毎のデー
タ数を Table 2に示しておく。また、以下に示す解析結果はこれらのデータの平均を取ったものを示し
ており図中にそれぞれのデータから得られた標準偏差も示している。

Table 2 実験データ数

波条件 データ数
λ/L = 0.5 3
λ/L = 0.8 4
λ/L = 1.0 4
λ/L = 1.25 4
λ/L = 1.5 4
λ/L = 2.0 4

4.1. 高速度カメラにより計測された船側波計

Fig. 11から Fig. 16は運動計測試験の各波条件における高速度カメラにより求めた船側波形の計測結
果と容量線により得られた船側波形の計測結果を示している。上段と中段のグラフについては横軸は x

軸を船体の半分の長さで除した値を取っており船体中央を 0とし船首が 1、船尾が-1を示している。縦
軸は波振幅を入射波振幅で割った無次元値であり、上段が cosの一次成分、中段が sinの一次成分を示し
ている。また下段のグラフは横軸は無次元化した船長、縦軸が波振幅の有次元値を示したグラフとなっ
ている。また、赤丸がカメラによって計測された結果を示しており、青丸が容量線によって計測された
結果を示している。これらの計測結果を比較すると、概ね高速度カメラと容量線によって計測された船
側波形は一致しているが、特に ζ

(1)
c および ζ

(1)
s では計測条件によってずれが生じているケースも確認さ

れる。画像解析の際には測定する 2点間の位置を手動で決定するため数ピクセルのずれが生じてしまい、
その結果ずれが生じてしまったと考えられる。
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Fig. 11 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 0.5, β = 180◦
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Fig. 12 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 0.8, β = 180◦
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Fig. 13 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.0, β = 180◦
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Fig. 14 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.25, β = 180◦
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Fig. 15 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.5, β = 180◦
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Fig. 16 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 2.0, β = 180◦
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5. 追加実験

9月に実施した実験ではOrd.7.5までの船首付近のみの船側波形計測を行ってきたが、同年 12月に船
体全域を撮影可能な広角レンズを取り付けて地上からステレオ撮影を行い、運動計測試験における船速
波形を計測する実験を実施した。また、12月の実験では 6台のレーザー墨出し器を Fig. 17に示すよう
な治具を用いて、水槽壁に対して垂直にレーザーを照射するように調整し設置した。そしてそれらを挟
むようにして 2台の高速度カメラを設置し計測を行った。使用した高速度カメラは 9月の実験で使用し
たものと同じ株式会社ディテクトのHAS-U2を用いた。また、設置した 2台の高速度カメラはそれぞれ
同期されており、フレームレート 100fps、解像度 1920× 1080で同時に撮影を行った。

Fig. 17 レーザー墨出し器の治具と設置の様子

5.1. 追加実験の概要

使用した広角レンズはFig. 18、19に示している株式会社ヴイ・エス・テクノロジーのVS-1614H1Nを
使用した。カメラの設置位置においては船体全域が撮影できるように注意しながらFig. 20に示している
ように設置した。今回の実験では、6台のレーザー墨出し器から照射される赤色のレーザー光が船体左舷
側の表面に反射することで、左舷側に貼り付けた黒色のテープから水面までのレーザーの長さを画像か
ら読み取り、それを黒色のテープから喫水線までの長さから引くことにより船側波形の振幅を算出する。

Fig. 18 使用したカメラと広角
レンズ VS-1614H1N

Fig. 19 VS-1614H1Nの各寸法
Fig. 20 カメラを設置した様子
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5.2. 追加実験における高速度カメラのキャリブレーション

高速度カメラで撮影された画像におけるピクセル数を実際の長さに変換するため、高速度カメラのキャ
リブレーションを行う必要があるが 9月の実験と比較して、より広範囲を映すことになるためキャリブ
レータ―も Fig. 21に示すようにガラス玉の位置が 250 × 250 × 500 mmである大型のキャリブレータ―
を用意して校正試験を実施した。

Fig. 21 追加実験に使用したキャリブレーター

Fig. 22 実際に撮影した画像

5.3. 追加実験で実施した水槽試験

船体模型は同様のものを使用し、Fig. 8に示しているように運動計測装置に取り付け surge、pitch、
heave方向の運動と前後のヒービングロッドに取り付けた歪み式ゲージから surge方向の力を計測した。
また、追加実験における計測システムの概略図を Fig. 23に示す。トリガーも 9月の実験と同じように高
速度カメラによる撮影と船側波形の計測が同時に行えるようになっている。また、実験条件も 9月と同
様であり Fn = 0.18、λ/L = 0.5、0.8、1.0、1.25、1.5、2.0における運動計測試験を行った。
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Fig. 23 追加実験における計測システム図 (電気配線図)

6. 追加実験の結果と考察

続いて、追加実験で得られた解析結果を示す。また、今回の追加実験で取得した波条件毎のデータ数
を Table 3に示しておく。また、以下に示す解析結果はこれらのデータの平均を取ったものを示してお
り図中にそれぞれのデータから得られた標準偏差も示している。

Table 3 追加実験における実験データ数

波条件 データ数
λ/L = 0.5 3
λ/L = 0.8 3
λ/L = 1.0 3
λ/L = 1.25 3
λ/L = 1.5 3
λ/L = 2.0 3

6.1. 追加実験により得られた船側波計の計測結果

Fig. 24から Fig. 29は運動計測試験の各波条件における高速度カメラにより求めた船側波形の計測結
果と容量線により得られた船側波形の計測結果を示している。上段と中段のグラフについては横軸は x

軸を船体の半分の長さで除した値を取っており船体中央を 0とし船首が 1、船尾が-1を示している。縦
軸は波振幅を入射波振幅で割った無次元値であり、上段が cosの一次成分、中段が sinの一次成分を示し
ている。下段のグラフは横軸は無次元化した船長、縦軸が波振幅の有次元値を示したグラフとなってい
る。また、赤の実線がカメラによって計測された船側波形の解析結果で青丸が容量線によって得られた
船側波形の解析結果を示している。
これらの結果を比較すると、λ/L = 0.8、2.0などでは概ね一致していることが確認できる。その他の
波条件では多少相違が確認できるが、カメラでの撮影における標準偏差の結果を確認するとばらつきが
小さいことから再現性が確認できる。また、ところどころ船首付近でのばらつきが大きい箇所が確認で
きるがこれは解析に用いる画像内では船首部分の曲率が大きいため黒色のテープと水面の２点間を追尾
することが難しく正確に追尾できていないことが原因であると考えられる。
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Steady and unsteady wave profile of RIOS bulker model at Fn = 0.18, λ/L=0.5, χ=180degs.,
measured along ship-side
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Fig. 24 追加実験の運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 0.5, β = 180◦
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Fig. 25 追加実験の運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 0.8, β = 180◦
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Fig. 26 追加実験の運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.0, β = 180◦
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Fig. 27 追加実験の運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.25, β = 180◦
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Fig. 28 追加実験の運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.5, β = 180◦
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Fig. 29 追加実験の運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 2.0, β = 180◦
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7. おわりに

カメラを用いた船側波形の計測手法の新たな開発を目的として、2023年 9月と 12月に実施した本研
究にて、得られた成果を以下に示す。

(1) 高速度カメラを使用した船側波形計測に際し、計測方法および時間効率のよいキャリブレーション
方法を開発した。9月に実施したステレオ撮影方法では、従来のカメラ 6台を用いて計測する方法
よりも、より多くの周期の船側波形を計測することができるといった利点を有している。一方 12
月に実施した従来の方法も取り入れたハイブリッド手法では集録できる船側波形の周期は少なく
なるものの船側波形の多断面計測が可能であり、レーザーを使用することでデッキと水面の 2点
間の追尾が簡単になるという利点を有する。

(2) 高速度カメラにより計測された船側波形は容量線による計測結果と比較すると良好な一致が見ら
れる所もあった。一方で、計測する波条件によってはフーリエ係数にずれが生じていたり、標準偏
差においても大きなばらつきが見られた所もあったことから、引き続き画像解析の精度を向上さ
せることが今後の課題である。

今回の研究では 9月に実施した曳航電車にカメラを取り付け船体模型と同じように移動しながら撮影す
る手法と、地上にレーザーと共に設置し船側波形を計測する 2種類の手法を開発した。両手法とも画像
解析であるという点から撮影した画像において、より正確に水面とデッキを追尾する必要がある。本実
験においても船体側面を照らす明かりを増やすなど様々な調整を行ったが依然として船首部分や船体運
動が大きい場合などは追尾が困難であった。今後は、これらの課題を解決すると共に更なる高精度化を
試みる予定である。

参考文献

1) Iwashita, H., Kashiwagi, M.: An Innovative EFD for Studying Ship Seakeeping, Proceedings of
the 33rd IWWWFB, 2018

2) Kashiwagi, M., Iwashita, H., Waskito, K.T., Hinatsu, M.: Prediction of Wave Loads with Mea-
sured Unsteady Pressure Distribution on Ship-Hull Surface, The 35th Workshop on Water Waves
and Floating Bodies, Seoul, Korea, 26-29 April 2020, 査読有

3) Kurniawan T. Waskito, Masashi Kashiwagi, Hidetsugu, Iwashita, Munehiko Hinatsu: Prediction
of Nonlinear Wave Loads Using Measured Pressure Distribution on Ship Hull, Applied Ocean
Research, 101, pp1-20, 102261, 2020, 査読有

4) Hidetsugu Iwashita: Innovative Measurement of Unsteady Pressure Distribution on Ship-Hull
Surface and Its Use for Hydrodynamic Study on Seakeeping, Invited-Speaker Lecture No.4, The
33rd Symposium on Naval Hydrodynamics, 19-23 October, 2020, 招待講演
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付録A

ここでは本研究で得られた実験結果の比較として、今年の 9月にカメラ 6台を地上に設置して実施し
た運動計測試験における船側波形の実験概要と解析結果を示す。

A.1 実験概要

この実験では 6台のカメラとレーザー墨出し器を使用して実験を行った。この実験の計測システムを
Fig. A.1に示す。使用したカメラはFig. 4に示しているカメラを使用し、レーザー墨出し器も同様のものを
使用した。高速度カメラの解像度は 1280×1024、フレームレート数は船速波形計測時には 200 fps、カメラ
の検定試験時には100 fpsにして撮影を行った。6台のカメラとレーザー墨出し器はそれぞれ3Dプリンター
によって作成された治具に取り付け、Fig. 17の左図に示している通りにアルミフレーム上に設置し水槽壁
面に取り付けた。実際の取り付けた様子をFig.A.2に示す。そして、6台のレーザー墨出し器から照射され
る赤色のレーザー光が船体左舷側の表面に反射することで、左舷側に貼り付けた黒色のテープから水面ま
でのレーザーの長さを各カメラで撮影した画像から読み取る。それを黒色のテープから喫水線までの長さ
から引くことにより船側波形の振幅を各カメラごとに算出する。その後各カメラで計測された船側波形を
フーリエ級数展開することでフーリエ係数を求め、容量線によって計測された船側波形との比較を行った。

Fig. A.1 計測システム図（電気配線図）

Fig. A.2 カメラ設置時の様子
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A.2 高速度カメラのキャリブレーション

カメラの校正試験方法は、まず強制動揺装置にて喫水位置に固定された模型船を波が立たない程の低
速 (U=0.30[m/s])で曳航させその時の 2点間のピクセル数と実際の 2点間線分長さを記録する。次に模
型船を 5 mm沈下させ同様に曳航し 2点間距離を記録する。これを沈下方向に 5 mmピッチで 115 mm、
上昇方向に 5 mmピッチで 60 mmまで行う。これにより任意の各断面における 5 mm間隔の 2点間ピク
セル数と線分長さの関係が求められる。最後に 6台の結果を平均することで最終的な校正係数を得る。

Fig. A.3には校正試験によって得られた結果を面分布にして示しており、横軸は船体のOrdinate、縦
軸は計測した 2点間距離のピクセル数、奥行きの軸は 2点間のレーザー距離を示している。

Fig. A.3 キャリブレーション結果

A.3 結果

続いて、この実験で得られた解析結果を示す。また、実験にて取得した波条件毎のデータ数をTableA.1
に示しておく。また、次に示す解析結果はこれらのデータの平均を取ったものを示しており図中にそれ
ぞれのデータから得られた標準偏差も示している。

TableA.1 実験データ数

波条件 データ数
λ/L = 0.5 6
λ/L = 0.8 3
λ/L = 1.0 5
λ/L = 1.25 4
λ/L = 1.5 5
λ/L = 2.0 4
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Steady and unsteady wave profile of RIOS bulker model at Fn = 0.18, λ/L=0.5, χ=180degs.,
measured along ship-side
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Fig. A.4 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 0.5, β = 180◦

Steady and unsteady wave profile of RIOS bulker model at Fn = 0.18, λ/L=0.8, χ=180degs.,
measured along ship-side
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Fig. A.5 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 0.8, β = 180◦
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Steady and unsteady wave profile of RIOS bulker model at Fn = 0.18, λ/L=1.0, χ=180degs.,
measured along ship-side
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Fig. A.6 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.0, β = 180◦

Steady and unsteady wave profile of RIOS bulker model at Fn = 0.18, λ/L=1.25, χ=180degs.,
measured along ship-side
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Fig. A.7 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.25, β = 180◦
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Steady and unsteady wave profile of RIOS bulker model at Fn = 0.18, λ/L=1.5, χ=180degs.,
measured along ship-side
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Fig. A.8 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 1.5, β = 180◦

Steady and unsteady wave profile of RIOS bulker model at Fn = 0.18, λ/L=2.0, χ=180degs.,
measured along ship-side
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Fig. A.9 運動計測試験における船側波高, Fn = 0.18, λ/L = 2.0, β = 180◦
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Fig.1 Simulation model and boundary condition 

Fig.2 Strength comparison of tibia models 

Fig.3 Equivalent stress distribution at 350 N torsional load 
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INTRODUCTION 
Total Hip Arthroplasty (THA) is a common surgical procedure for the management of end-stage hip 
disease such as femoral head necrosis, offering better quality of life and sustained pain relief. Despite 
the excellent clinical outcomes of THA in reducing hip pain, the burden of revision surgery after THA 
has remained unchanged for many years. Known risk factors of the biomechanical problems 
following THA such as implant loosening due to stress shielding and periprosthetic femoral fractures, 
are associated with implant design, bone variables, and implant position. Several biomechanical 
studies have been conducted in recent years, particularly using computational techniques such as 
finite element analysis (FEA), to investigate the relationship between these risk factors and 
complications, specifically in the design of the implant. Due to the heterogeneous nature of bone, 
biomechanical studies even with the use of computational methods have been limited, thus, study on 
risk factor related to bone variables to the outcomes after THA are rarely conducted. To address this 
limitation, this study aims to investigate the effects of bone variables such as bone density, geometry, 
angle of femoral torsion and thickness of femoral bone as well as the effect of implant position to the 
THA femurs, through the prediction of bone damage mechanisms by using computed tomography 
(CT) based FEA. 

METHODS 
28 patients diagnosed with femoral head necrosis were included in this study, with their ages ranging 
from 19 to 87 years old. Quantitative CT images were obtained from the Fukuoka University Hospital 
and imported into the CT-FEM software, Mechanical Finder version 11.0 (RCCM, Japan) for the 
purpose of modelling. A linear formula was utilized to convert the Hounsfield unit (HU) into bone 
mineral density (BMD), thereby introducing inhomogeneous BMD values into each element that form 
the three-dimensional geometry of the femur. 

The femoral head and neck of the femur was removed and Zweymuller stem was chosen to 
be inserted into the femur. The placement of the implant was carefully inserted into the femoral canal 
through templating from the CT-images while considering the medial offset, vertical height, and angle 
of torsion to replicate the femoral torsion of the original femoral head. The materials of the stem and 
femoral ball were assumed to be titanium alloy (E=114 GPa, v=0.34) and alumina ceramic (E=370 
GPa, v=0.22), respectively. Three different loading and boundary conditions were introduced into the 
nonlinear FE analysis in order to predict the damage formations of the THA femoral bones. These 
conditions were implemented on the basis of the validated and well-established testing protocol for 
periprosthetic femoral shaft fixation. Those three loading and boundary conditions were denoted as 
stance condition (SC), lateral bending condition (LBC), and torsional condition (TC). The boundary 
conditions, SC, LBC, and TC are shown in Figure 1. For all conditions, the magnitude of applied load 
was set to be increased stepwise with 10 N increment per step until the failure of 1000 shell elements. 
The analysis was terminated after the failure of shell elements, and the value of the final load was 
recorded as the fracture load of the THA models. 

The deformation characteristics of the bone components were presumed to exhibit bi-linear 
elastoplastic behaviour when subjected to compressive stress, while displaying linear elasticity under 
tensile stress conditions. The initiation of plastic deformation was determined using the Drucker-
Prager yield criterion, employing the compressive yield strength obtained through the Keyak et al., 
and Keller equations for each individual element. Subsequently, the occurrence of compressive 
fracture in plastically deformed elements was assumed to transpire once the minimum principal strain 
reached a critical value. Conversely, tensile fracture in the elements was assumed to initiate when the 

166



2 

maximum principal stress reached a critical value. Additionally, the fracture load of the bone was 
defined as the critical load at which 1000 elements failed. 

RESULTS AND DISCUSSION 
Figure 2 shows the correlation between bone density and fracture load in all the THA models under SC, LBC, 
and TC, respectively. Based on the results, the mean (± standard error) predicted fracture load of those THA 
models was found to be 1093 N in SC, 667 N in LBC, and 950 N in TC. A strong positive correlation was 
observed between BMD and fracture load, which found to be consistent in all three boundary conditions (SC, 
r = 0.74), (LBC, r = 0.79), (TC, r = 0.88). The presence of a strong correlation coefficient implies that there is 
a significant statistical relationship between these two variables, with higher BMD being associated with higher 
fracture load. These findings suggested that bone with higher density will have a greater bone strength and 
resistance to fracture from the outer cortical region, despite being implanted with the metallic stem and 
assigned with different boundary conditions. 

Distribution patterns of element failures as bone micro-damages for H1 and H2 models under 
SC are shown in Figure 3, respectively. In those images, distributions of solid element failures at the 
damage initiation and internal damage at fracture are presented, along with the distributions of shell 
element failures indicate external formation of bone fracture. 

Figure 1: Loading and boundary conditions: (a) SC, (b) LBC and (c) TC 

Figure 2: Correlation coefficient between BMD and fracture load: (a) SC, (b) LBC and (c) TC 
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Figure 1: Correlation coefficient between BMD and fracture load of THA models under (a) SC, (b) 
LBC and (c) TC 

Figure 2: Distribution of element failures under SC 
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1 Introduction 
In CT-based finite element analysis, Young’s modulus of bone has been evaluated as a function of 
bone mineral density using empirical formulae such as Keyak’s forumale. Those formulae were 
determined based on experiments and there was no theoretical background. Therefore, the principal 
objectives of this study were to develop the relationship between bone mineral density (porosity) and 
Young's modulus of bone theoretically and compare with Keyak's results.  

2. Theory
In this study, bone is first considered as an ideal poroelastic medium. Through Cowin's research, the
Young's modulus of cortical bone(Ec) and cancellous bone (trabecular bone) (Et) can be expressed by
Es (the elastic moduli of trabecula bone tissue) such that

while 132 23
t  (2) 

where :the porosity of cortical bones and trabecular bones (BMD=1- ). 

Afterwards, a micromechanical model for the Young’s modulus of bone proposed by Wanger 
was introduced. The model incorporates the platelet-like geometry of the basic reinforcing unit, the 
presence of alternating thin and thick lamellae, and the orientations of the crystal platelets in the 
lamellae. The thin and thick lamellae are modeled as orthotropic composite layers made up of thin 
rectangular apatite platelets within a collagen matrix, and classical orthotropic elasticity theory is 
used to calculate the Young’s modulus of the lamellae. Bone is viewed as an assembly of such 
orthotropic lamellae bent into cylindrical structures, and having a constant, alternating angle between 
successive lamellae. The micromechanical model employs a modified rule-of-mixtures to account for 
the two types of lamellae. According to this model, Es can be expressed as a function of thin and 

thick(the angles between the longitudinal direction of the thin and thick lamellae and the long axis 
of bone). For the E1 and E2 (the longitudinal and transverse Young’s moduli of bone), two important 
parameters required when calculating Es, Halpin and Tsai(HT) derived their formulae: 

  with   (3) 

While, Padawer and Beecher(PB) also derived: 

)1(1 pmpp EEE  and tanh1
 with 2/12/1

1 1 p

m

p

p

E
G

  (5) 

Ep,Em: the elastic moduli of the apatite platelets and the collagen matrix; Gp,Gm: the shear 
moduli of the apatite platelets and the collagen matrix;  :the volume fraction of the 
platelets; E1,E2:the longitudinal and transverse Young’s moduli of bone; E2, is given by the same 
expression as E1, but with 2(the ratio of the platelet length to thickness) instead of 1(the ratio of 
the platelet width to thickness) 

By using different models, the final calculated Es value will change. Then, we use the revised 
model to calculate the E value of normal bones, bones with osteopenia and osteoporosis, and compare 
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with the experimental data of Keyak to get the final conclusion of this stage of the experiment. 
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thin, thick :the angles between the longitudinal direction of the thin and thick lamellae and the long 
axis of bone; Vthin,Vthick:the volume fractions of thin and thick lamellae; G12: The shear modulus of a 
single lamella;v12: the Poisson’s ratio of a single lamella 

3 Results and discussion 

(a) (b) 
Fig.1 Variation of Young’s modulus of bone as calculated from the (a)HT model, (b)PB model 

Comparing the results of this calculation with the previous studies reviewed, the variation trend 
of the PB model is the same as the previous research results, while the HT model is numerically 
similar to it. Therefore, using these two models for the next calculation. 

(a)                                    (b) 
Fig.2 Variation of Young’s modulus (E) with BMD from (a)HT model;(b)PB model 

For normal bones, bones with osteopenia and bones with osteoporosis, the variation trend of E 
with BMD is similar to Keyak's model, and the results calculated by using the HT model are closer 
to Keyak's experimental results than those using the PB model. 
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Fig.1 THA model         Fig.2 Boundary condition 

Fig.3 Loading conditions 

Fig.4 Accumulation of damaged elements 
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1. INTRODUCTION
Vertebral compression fractures are the most common fractures in the world, and their incidence

worldwide have been increasing in number since 1990. The majority are seen in elderly people, with
falls being the major cause. By site, lumbar and thoracic spine are reported to be the most common. The
number of vertebral compression fractures occurring in osteoporotic patients is expected to increase in
the future, causing serious health and social problems. Balloon kyphoplasty (BKP) is a treatment
approach for vertebral compression fractures that continue to cause pain even after adequate
conservative treatment and is widely practiced worldwide. However, despite the minimally invasive
nature and expectation of early pain relief, the incidence of adjacent vertebral fractures (AVFs) is
reported to be approximately 13.0%–30.1%. Recently, Hijikata et al. developed an after vertebral
augmentation (AVA) score to predict AVFs. The AVA score consists of 5 items, and the performance of
discrimination was relatively high, with an optimism-corrected c-statistic of 0.77. Although the AVA
score is a simple and potentially useful tool, its validity has not yet been investigated, which is an urgent
issue in the clinical field. Therefore, we wondered whether or not the mechanical stress on adjacent
vertebrae is high in cases with high AVA scores. The purpose of the present study was therefore to
mechanically verify the AVA scores using the CT-FEM with the accurate material constants of BKP
cement.

2. METHODS
Representative cases of after vertebral augmentation (AVA) score 1 (case 1), 3 (case 2), and 5 (case 3)
among patients with vertebral body fracture who underwent balloon kyphoplasty (BKP) at our
institution from October 2012 to November 2021 were selected for this analysis. As the analysis
software program, MECHANICAL FINDER version 11.0 Extended Edition (Center for Computational
Mechanics, Tokyo, Japan) in Lenovo ThinkStation Windows 11 pro was used. To accurately investigate
adjacent vertebral body fractures, an FEM model consisting of two upper and lower vertebral bodies
and an intervertebral disc centered on the injured vertebral body in each case was created (Fig. 1).

The material constants were defined according to the reports by Keyak et al., and the Young's moduli 
of the intervertebral disc and facet joints were set to 8.4 and 11 MPa, respectively. The Young's modulus 
of the vertebral bodies was calculated by converting the CT Hounsfield Unit values into bone density 
values using Keyak's conversion formula. The Young's modulus of the BKP cement was directly 
measured using a conventional testing machine (EZ-Test EZ-S; Shimadzu Corporation, Kyoto, Japan). 

As the boundary conditions in this analysis, a fall on a firm floor was assumed; a total vertical 
compressive force of 4000 N (100 N/step × 40 steps) was applied to the upper surface of the model (85% 
vertebral body and 15% vertebral arch). Complete fixation was applied to the lower surface of the 
vertebral body. It was assumed that bone behaves as a linear elastic material under tensile stress 
conditions but as an elastic plastic material under compressive stress conditions. The bone fracture 
occurred when the maximum principal stress reached the critical value under the tensile stress condition. 
In contrast, the compressive fracture of bone occurred when the minimum principal strain reached its 
critical value under compressive plastic deformation. The onset of plastic deformation was determined 
using the Drager-Prager yield stress. The amount of displacement for each load was compared between 
the upper and lower vertebral bodies of each model. A fracture is defined as the point where the slope 
of the load displacement curves begins to steepen 

3. RESULTS
Regarding the upper vertebral body, fracture was detected by vertical compressive forces of 3300 N,
3000 N, and 1200 N in cases 1, 2, and 3, respectively (Fig. 2a). Regarding the lower vertebral body,
fracture was detected by vertical compressive forces of 3300 N, 3100 N, and 1200 N in cases 1, 2, and
3, respectively (Fig. 2b). In case 1, a 3300 N load resulted in a 13.8 mm displacement in the superior
vertebral body (Supplementary material 1) and a 2.4 mm displacement in the inferior vertebral body
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(Supplementary material 2). In case 2, a 3100 N load resulted in a 10.8 mm displacement in the superior 
vertebral body (Supplementary material 1) and a 2.5 mm displacement in the inferior vertebral body 
(Supplementary material 2). In case 3, a 1200 N load resulted in a 10.6 mm displacement in the superior 
vertebral body (Supplementary material 1) and a 3.3 mm displacement in the inferior vertebral body 
(Supplementary material 2). 

Fig.1 Spine models with boundary condition 

Fig.2 Displacement-Force corves with fracture points 
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Purpose and Methodology 
The main purpose is to understand the viscous and nonlinear effects on the hydrodynamic responses of a barge-type 

floating foundation with multiple moonpools. We used a modified potential flow model and quantified the viscous 

damping by the experimental data of 1:100 scaled model tests of a floating wind turbine with four moonpools. 

Furthermore, we carried out a numerical study on the second order wave effects on drift forces and motion responses. 

Results and discussions 
Fig. 1 shows the computational panels of the barge platform where damping lids were used for simulating the 

viscous effects of the resonances in moonpools. Fig. 2 presents the calculated water free-surface shape in a 

moonpool. Fig. 3 presents the measured and calculated mean drift forces on the platform. Fig. 4 demonstrates the 

second order effect due to difference-frequency QTF on the surge responses of the platform with moonpools. 

x

y

z

o

Fig. 1 Computational panels with damping lids [2] Fig. 2 Water surface shape in moonpool [2] 

Fig. 3 Mean wave drift force [2] 

Wave frequency (Hz) 

Fig. 4 Spectral result of surge response [1,3] 
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INTRODUCTION 
Osteoporosis is a skeletal disorder characterized by compromised bone strength (BS) predisposing to 
an increased risk of fracture. Finite element analysis (FEA) based on quantitative computed 
tomography (QCT) scans, or called CT-FEA, is a technologically advanced method currently 
available for the noninvasive clinical assessment of BS. However, the main restriction on the clinical 
practice of CT-FEA is its time-consuming modeling process and computation. Hence, the objective 
of this study was to explore novel-defined parameters across aspects of BMD features, geometrical 
features and osteoporotic features, that obtain a robust predictive power on FEA-evaluated vertebral 
BS, to improve the efficiency of osteoporotic vertebral fracture risk assessment method. 

METHODS 
This study collected quantitative computed tomography (QCT) images of 72 patients (26 males, 46 
females) aged 42- 96 years. A CT-image based FEA (CT-FEA) software, Mechanical Finder Clinic 
(MFC) software (Research Center of Computational Mechanics, Inc., Japan, RCCM) was used to 
construct three-dimensional finite element models, and then to evaluate bone strength (BS) for 
vertebral bodies of 155 vertebrae. In this study, applied load at the final stage was defined as the 
vertebral BS value. Then, Mechanical Finder 10 (MF10, RCCM) was used to study the BS-related 
BMD, geometrical, osteoporotic and geometrical-osteoporotic features of vertebral bodies to 
elucidate the BS prediction determinants. Except for geometrical features, linear regression and 
Pearson’s correlation analysis were conducted for BMD, osteoporotic, and geometrical-osteoporotic 
features. The workflow of CT-FEA is schematically shown in Fig.1. 

RESULTS AND DISCUSSION 
Correlations of BS values were analyzed with 6 parameters such as L2 aBMD, YAM lumbar, avg 
Tr.vBMD, |LnVRlow-vBMD|, CSAmin LnVRlow-vBMD| and Kvertebrae, respectively, and the results are 
shown in Fig.2. The low-vBMD range of |LnVRlow-vBMD| was specified to 0-0.5 g/cm3, which is the 
best osteoporotic defects indicator of low-vBMD ranges. For overall 155 vertebrae, the top three best 
correlating indicators were CSAmin LnVRlow-vBMD| (r = 0.885, p < 0.0001), Kvertebrae (r = 0.850, p < 
0.0001) and |LnVRlow-vBMD| (r = 0.830, p < 0.0001). 

The CSAmin LnVRlow-vBMD| has a potential to be an effective predictor of CT-FEA evaluated 
vertebral BS. The mechanical relationship between BS and CSAmin LnVRlow-vBMD| and its 
effectiveness of being a FE-evaluated BS predictor has been confirmed to improve the osteoporotic 
vertebral fracture risk assessment from three aspects. In view of mechanism of osteoporotic fracture, 
mechanical behaviors of Drucker-Prager equivalent stress and SED suggested the stress concentration 
that occurs on relatively high-vBMD elements surrounded by large volume of low-vBMD elements 
leads to low apparent BS primarily. Then, the engineering beam theory revealed that CSAmin

|LnVRlow-vBMD| is proportional to apparent compressive yielding stress of vertebrae, Y. Last, the 
variable of |LnVRlow-vBMD| quantifies the trabecular structure change from the BMD and osteoporotic 
defects variations together. It accounts for a good predictive power and relatively small error for 
predicting FE-evaluated BS. 

CONCLUSION 
A novel-defined structural-osteoporotic feature, CSAmin·|LnVRlow-vBMD|, obtains a robust predictive 
power on FE-evaluated vertebral BS and has the potential to improve the effectiveness of osteoporotic 
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vertebral fracture risk assessment by saving the FE evaluation time. 

Figure 1 The workflow of CT-FEM 

Figure 2 Correlation between BS (kN) and (a) L2 aBMD (g/cm2), (b) YAM lumbar, 
(c) avg Tr.vBMD (g/cm3), (d) |LnVRlow-vBMD|, (e) CSAmin·|LnVRlow-vBMD|, and (f) Kvertebrae.
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Downscaling costal surface wind by 
statistical methods comparing GSM 

and MSM datasets

Ocean modeling lab, Kyushu Univ.
Tiancheng JIA, Naoki HIROSE

December 21, 2023

1

Introduction

2

• Research subject: Costal region surface wind
• The friction caused by the Earth's surface creates turbulence, 

which affects the speed and direction of the wind.

Fig. 1: Distribution of land and sea in 
Kyushu area. (Data source: JMA GPV 
GSM data)

Fig. 2: Wind field in Kyushu area. 
(On December 21, 2023, at 0:00 
a.m.(UTC))

Research objectives 

• The research aims to enhance the spatial resolution and accuracy 
of coastal wind predictions, thereby providing more reliable data for 
the coastal ocean modeling. 3

Fig. 3: JMA’s Global Spectral Model (GSM, grid: 
0.2°×0.25°)

Fig. 4: JMA’s Mesoscale Model (MSM, grid: 0.05°× 0.0625°) 

Contents

1. Variation of windspeed due to differences between GSM and
MSM land-sea distribution.

2. Changes in wind direction due to differences between GSM 
and MSM land-sea distribution.

3. Comparison of several numerical statistical methods for spatial 
interpolation and do the machine learning process.

4

Dataset for Part 1 and 2

5

Fig. 5: Example of selected 
points in Kyushu area.

• Data source: GSM and MSM surface wind and land-
sea distribution data in GPV from JMA.

• Selection of dates: Year 2019, 2020, 2021, the first 
day of each month, and each day at 0:00, 6:00, 
12:00, and 18:00 UTC.

• Selection of data: Selected the same point GSM and 
MSM data in coastal areas. A total of 2532 points are 
mainly distributed in Japan, South Korea and China.
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Part 1: GSM and MSM wind speed difference
Wind speed relationship parameter( , GSM(  and MSM land-
sea distribution( parameter :
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Part 1 Research methodology 

1
1

7

Wind speed relationship parameter( between GSM(  and 
MSM land-sea distribution( parameter:

Fig. 1: Distribution of GSM 
land and sea in Kyushu area

.

Research results

8

1

1  

• : [0.0, 1.5]
• Step length: 0.025
• U: East-west wind speed
• V: North-south wind 

speed
• Dataset size: 30000
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Research results

9

• Original GSM and MSM wind:
• U RMSE = 1.8497 m/s
• V RMSE = 2.0225 m/s
• U R-squared = 0.7937
• V R-squared = 0.7609

• Optimal value of :
• = 0.9 ± 0.025
• U RMSE = 1.8090 m/s
• V RMSE =  1.9957 m/s
• U R-squared = 0.8027
• V R-squared = 0.7672

Fig. 6: Evaluation of 
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 value value

 value  value

Part 2: GSM and MSM wind direction 
difference

10

• Observing the diagram above, we see that as the wind slows, 
the Coriolis force diminishes, allowing the pressure gradient 
force to play a more prominent role. Consequently, the overall 
wind direction shifts slightly towards areas of lower pressure.

Fig. 7: Wind direction changes

Part 2 Research methodology 

cos
×

: Counterclockwise rotation angle
 

11

• : 90°, 90°
• Step length: 0.5°
• Dataset size: 30000

Research results

12

• Original GSM and MSM wind:
• U RMSE = 1.8497 m/s
• V RMSE = 2.0225 m/s
• U R-squared = 0.7937
• V R-squared = 0.7609

• Optimal value of :
• = -7.0°± 0.5°
• U RMSE = 1.8487 m/s
• V RMSE =  2.0214 m/s
• U R-squared = 0.7941
• V R-squared = 0.7611Fig. 8: Evaluation of 

U RMSE & R-squared
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Dataset for Part 3

13

Fig. 9: An example of one of 
selected groups in the Kyushu 
area.

• Data source: GSM and MSM surface wind and land-
sea distribution data in GPV from JMA.

• Selection of dates: Year 2019, 2020, 2021, the first 
day of each month, and each day at 0:00, 6:00, 
12:00, and 18:00 UTC.

• Selection of data: Selected in groups of 3 3=9 
points GSM and corresponding MSM data in coastal 
areas. A total of 2532 groups are mainly distributed 
in Japan, South Korea and China.

Part 3 Spatial Interpolation

14

Fig. 10: Point to be interpolate

• Use 9 surrounding costal GSM data to 
interpolate the MSM wind speed in the red 
circle, and evaluation them with the MSM 
data. 

15

Research results (U component)
• Method 1: Use closest GSM point

RMSE: 1.8885 m/s
R-squared: 0.7849

• Method 2: Single Linear
RMSE: 1.8641 m/s
R-squared : 0.7906

• Method 3: Bilinear
RMSE: 1.8412 m/s
R-squared : 0.7958

• Method 4: Bicubic Interpolation 
RMSE: 1.8395 m/s
R-squared : 0.7978

• Method 5: Splines 
RMSE: 1.8617 m/s
R-squared: 0.7925
Library: scipy.interpolate

• Method 6: Ordinary Kriging 
RMSE: 1.8268 m/s
R-squared: 0.7992
Library: pykrige.ok

Part 3 Machine Learning Model

• Model: Ridge Regression
• Features: 
6 interpolation results

• Trainset size: 291686
• Testset size: 72921

16

Fig. 11: Feature importance in the model.

Part 3 Machine Learning Result
• Train results

• RMSE: 1.7853 m/s
• R-squared: 0.8124

• Test results
• RMSE: 1.8007 m/s
• R-squared: 0.8053

17

Fig. 11: Machine Learning result 
0:00UTC time series in testset.

Summary

• Wind speed in coastal areas, the ratio of ocean winds to land 
winds is about 2:1.

• Different between wind angles of ocean winds and land winds is
about 7°.

• Kriging interpolation has advantages over other 5 methods in 
interpolating costal wind speed. Ridge Regression of multiple 
interpolation results can improve the accuracy furthermore.
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Taniguchi, N., Huang, C. F., Arai, M., & Howe, B. M. (2018). Variation of residual current in the Seto Inland Sea driven by 
sea level difference between the Bungo and Kii Channels. Journal of Geophysical Research: Oceans, 123(4), 2921-2933.
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• . Princeton Ocean Model (POM)

• Flather condition; Carter and Merrifield, 2007
– N2

– cos
–

 

• x: 100 m
• t : 1 s
• AH: 5 m2/s
• CD: gn2/H1/3 with n=0.029

1 2 13 14

EnKF

• Xk=(xk(1), xk(2), …, xk(n))
–  : i , 

• , , ,

–

• / 1
• yk=Hxk+n

– yk=[u12, u13, u23, u24, u34]T = 5
– H x y

– n R
– Dk=[yk , yk , , yk]+S: perturbed observation
– S R

15

EnKF Evensen et al., 2022 :

EnKF 16

• 10 25 00:00
N=98

• 28 16:00 2

•

• perturbed observation
R 0.082 m2/s2

•

•

• with c = 1.02
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2:1

4052

= 750
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T S pH DO
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RMSE [ atm]3

T S pH DO
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T S pH DO pCO2

: = 2:1
750

(RMSE=47.8 atm)
RMSE , 
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2. pCO2

3. pCO2

3. pCO2

pCO2
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pCO2
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(%) = 100

pCO2

1RMSE = 25.3 [ atm]
= 6.9%

pCO2

1

CO2 flux
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5.5% 13.7% 18.0~34.6%

25 26
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—beyond the 300 micrometers— 
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MP 300 m

MP

MP subsurface chlorophyll maximum; SCM

MP

CDBW CDBW

Shelf Water Winter Water, CDW modified 

Shelf Water mSW CDW 2008 2019, 2020 CDBW

Winter Water 10 29  

 —beyond the 300 micrometers— 

m

4
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